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１【提出理由】

　平成22年10月26日開催の本投資法人投資主総会において、本投資法人の「規約」における運用に関する基

本方針等の変更が承認されましたので、金融商品取引法第24条の５第４項並びに特定有価証券の内容等に関

する内閣府令第29条第１項及び同条第２項第３号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものでありま

す。

　なお、本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第198条に基づき、その資産の運用に関する業務を

オリックス・アセットマネジメント株式会社（以下「ＯＡＭ」といいます。）に委託しており、ＯＡＭは、本

投資法人の規約が本臨時報告書記載のとおり変更されることを条件として、その社内規程である「オリック

ス不動産投資法人資産運用及び不動産管理に関する規程」（以下「運用管理規程」といいます。）を変更す

ることを平成22年８月25日付けにて決議しており、金融商品取引法第24条の５第４項並びに特定有価証券の

内容等に関する内閣府令第29条第１項及び同条第２項第３号に規定する場合に準じ、併せて変更後の運用管

理規程（規約変更を条件として変更される部分の抜粋）を本臨時報告書に掲載し提出するものであります。

 

２【報告内容】

(1)　変更の内容についての概要

①　規約及び運用管理規程の改定の概要

　本投資法人の規約における運用に関する基本方針及び運用管理規程の改定の概要は、主として以下の

とおりです。

　本投資法人は、環境の変化に対応できる安定性と成長性を兼ね備えた強固なポートフォリオの構築を

通して、中長期的な分配金水準の維持・向上を目指す観点より、本臨時報告書別紙１「規約別紙１『資

産運用の対象及び方針等について』新旧対照表」記載のとおり規約における運用に関する基本方針を

一部改定し、さらにそれを受けてＯＡＭは、本臨時報告書別紙２「運用管理規程新旧対照表」記載のと

おり運用管理規程の改定を行いました。

　かかる規約改定及び運用管理規程改定により、住宅を用途とする不動産への投資を再開するとともに、

従来、事務所（オフィス）を用途とする不動産等については「概ね80％以上」、オフィス以外の用途に

ついては「概ね20％以下」としていた投資比率については、不動産の各用途の特性に着目し、不動産売

買・賃貸マーケットの動向にあわせて競争優位な不動産への投資を推進していく方針に則って、事務所

（オフィス）については「概ね60％以上」、オフィス以外の用途については「概ね40％以下」と変更い

たしました。

 

②　規約の主要な改定内容

　本投資法人における中長期的な分配金水準の維持・向上を実現するためには、収益特性の異なる用途

の不動産関連資産を環境の変化に合わせ、柔軟に取得できる体制を整えることが有効であると考え、

ポートフォリオの安定性向上に貢献することが期待できる住宅への投資を再開するため、現行規約にお

ける本投資法人の資産運用の方針について、投資の対象を「主たる用途が居住以外の用に供される不動

産が本体又は裏付けとなっている不動産関連資産」に限定する旨の規定を削除するものです。

　上記の改定内容の詳細については、別紙１「規約別紙１『資産運用の対象及び方針等について』新旧

対照表」をご参照ください。
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③　運用管理規程の主要な改定内容

(A）ポートフォリオの構築方針について

(ア）用途分散

　環境変化に則した柔軟かつ機動的な外部成長及びポートフォリオマネジメントを可能とするた

め、事務所（オフィス）を用途とする不動産等の投資比率を「概ね80％以上」から「概ね60％以

上」に変更し、併せて、住宅への投資を再開することといたしました。

　また、ホテルについては、上場後、投資実績がなく、本投資法人の投資対象となる物件の投資機会

が他用途と比して限定されることを斟酌し、「ホテル」という独立した用途区分を廃止し、「その

他」という区分に含めることといたしました。

(イ）地域分散

　東京都の地域区分を「『東京都心３区』及び『その他東京23区』」から、「『東京都心６区』及

び『その他東京23区』」に変更いたします。これは、新宿区、渋谷区及び品川区のオフィスエリア

としての成熟度の高まりや今後の発展性等を勘案し、『都心』として定義するエリアを広げるも

のです。

※下線は変更箇所を示しております。

＜表１＞

用途
地域

首都圏 その他地域

事務所（オフィス） 60％以上

80％以上 20％以下

物流施設

40％以下
商業施設

住宅

その他

※記載された比率は概ねの比率を示す。

※地域ごとの投資比率は、全ての用途を含めたポートフォリオ全体における比率を表しており、

各用途における地域ごとの投資比率は、投資方針において定めるものとする。

 

＜表２＞

地域区分 定義

首都圏 東京都心６区 千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区、品川区

その他東京23区 東京都心６区を除いたその他東京23区

首都圏その他地域 上記以外の東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県内の地域

その他地域 上記以外の地域

 

(B）不動産管理方針について

　外部管理会社に対して支払う外部管理報酬の内、基本報酬として概ね総収入の３％以下の額を支払

う旨規定しております。しかしながら、住宅等のオフィス以外の用途においては、管理委託の内容、条

件等によって当該料率を上回る料率を定める場合が想定されるため、当該料率にかかわらず基本報酬

の料率を定めることがある旨を規定いたしました。

 

(C）投資方針について

　資産運用会社では、本投資法人の決算期毎に、本投資法人の規約及び運用管理規程を踏まえた当面の
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運用指針として、投資方針を定めております。投資方針における数値の基準等について、不動産市況、

マーケットデータや将来の見通し等を総合的に勘案し、決定することといたしました。

　また、投資方針の策定については、資産運用会社の取締役会の決議を要することとし、当該手続きを

厳格化いたしました。

 

(D）不動産の用途別投資のスタンスについて

　今回のポートフォリオ構築方針の変更及び、現在の経済情勢や不動産マーケット動向の認識に合わ

せ、用途毎に定めている投資のスタンスを変更いたしました。

※上記改定の詳細については、別紙２「運用管理規程　主要な変更箇所の新旧対照表」をご参照く

ださい。

 

(2）変更年月日

　平成22年10月26日

 

 別紙１

　規約別紙１「資産運用の対象及び方針等について」新旧対照表（下線は改定箇所を示す）

現行の規約 変更後の規約

別紙１ 別紙１

資産運用の対象及び方針等について 資産運用の対象及び方針等について

Ⅱ資産運用の方針 Ⅱ　資産運用の方針

［以下(1)及び(2)につき、条文省略］ ［以下(1)及び(2)につき、現行どおり］

(3) 本投資法人は、不動産関連資産の本体をな

す不動産又はその裏付けとなる不動産の用途

が賃貸事業の用に供されるものを中心に投資

を行う。ただし、主たる用途が居住以外の用に

供されるものに限られるものとする（本投資

法人が平成20年５月29日時点で保有している

ものを除く。）。

(3) 本投資法人は、不動産関連資産の本体をな

す不動産又はその裏付けとなる不動産の用途

が賃貸事業の用に供されるものを中心に投資

を行う。

(4) 本投資法人は、主として首都圏を投資対象

地域とする。

(4) 本投資法人は、主として首都圏（東京都、神

奈川県、埼玉県及び千葉県の区域をいう。）を

投資対象地域とする。

［以下(5)から(11)まで、条文省略］ ［以下(5)から(11)まで、現行どおり］
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 別紙２

　運用管理規程　主要な変更箇所の新旧対照表（下線は改定箇所を示す）

現行 改定後

第１章　総則 第１章　総則

第４条　その他 第４条　その他

　この規程において、中期とは５年以上10年未

満、長期とは10年以上の期間を指すものとする。

　この規程において、中期とは３年以上５年未

満、長期とは５年以上の期間を指すものとする。

第２章　運用方針 第２章　運用方針

第５条　ポートフォリオの構築方針 第５条　ポートフォリオの構築方針

　ポートフォリオが包含する様々なリスクを軽

減し、投資主に安定した分配を実現するため、下

記の４つのポイントに留意してポートフォリオ

の構築を行うことを目指す。また、各用途ごと・

各エリアごとの投資比率等に関しては、現在の

不動産市場の状況を十分に検討した上で当面は

下記の数値を基準に運用を実施していく。

　なお、数値の基準の設定に当たっては、国内に

おける各用途類型のマーケット規模、物件取得

機会の程度、将来的な内部成長余地の程度、投資

家の投資態度、運用会社の運用体制及び現状の

不動産マーケット全般に対する運用会社での見

解を総合的に勘案し、当面の運用の指針として

決定した（不動産市場の予期せぬ環境変化や、

物件の取得機会及びその状況から、下記の基準

と必ずしも一致しない状況も有り得る。）。

　ポートフォリオが包含する様々なリスクを軽

減し、中長期的な分配金の安定性及び成長性の

維持、向上を実現するため、下記の４つのポイン

トに留意してポートフォリオの構築を行うこと

を目指す。また、各用途における地域ごとの投資

比率、投資金額、投資のポイント等、この規程に

定めがないものに関しては、不動産市場の状況

を十分に検討したうえ、本投資法人の規約（以

下「規約」という。）及びこの規程の趣旨に反

しない範囲で、投資方針（別紙２(1)①に定義す

る。）においてこれを定めるものとする。

①　用途分散 (1) 用途分散

　主として事務所（オフィス）を用途とする不

動産に投資することとする。しかしながら、リス

ク分散の観点から、事務所（オフィス）と併せ

て物流施設・商業施設・ホテル・それ以外の用

途の不動産にも投資を行い、用途分散によるリ

スク低減を図った総合型ポートフォリオを構築

することを目指す。ただし、投資対象は、主たる

用途が居住以外の用に供されるもの（注１）に

限られるものとする（平成20年２月29日時点で

保有しているものを除く。）。なお、建物の敷地、

当該敷地に係る地上権又は賃借権のみに投資す

る場合には、当該敷地上の建物の主たる用途が

居住以外の用に供されていることを要する。

　主として事務所（オフィス）を用途とする不

動産関連資産（規約に定義する不動産関連資産

をいう。以下同じ。なお、この規程においては、文

脈上、不動産関連資産の裏付けとなっている不

動産を指す場合もある。）に投資することとす

る。ただし、リスク分散の観点から、物流施設・

商業施設・住宅・その他、事務所（オフィス）

以外の用途の不動産関連資産にも投資を行い、

用途分散によるリスク低減、中長期的な分配金

の安定性及び成長性の維持、向上に配慮して総

合型ポートフォリオを構築することを目指す。
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現行 改定後

　これは、各用途別不動産には、その用途によっ

て投資対象として異なる特性があり、単一の用

途に集中的に投資することによる将来の収益性

低下のリスクを軽減するためには、用途による

分散投資が適切と考えられるからである。本投

資法人が投資対象とする資産の用途別投資のポ

イント及びスタンスは、別紙３のとおりとする。

　事務所（オフィス）を用途とする運用不動産

（注２）の投資比率は、下記②＜表１＞のとお

り、本投資法人の保有する運用不動産の取得価

格の総額に対し、概ね80％以上とすることを目

途として資産配分を行う。

　これは、単一の用途に集中的に投資することに

よる将来の収益性低下のリスクを軽減するため

には、投資対象として異なる特性を持つ各用途

への分散投資が適切と考えられるからである。

ただし、事務所（オフィス）を用途とする不動

産関連資産の投資比率は、下記(2)＜表１＞のと

おり、本投資法人の保有する不動産関連資産等

（不動産関連資産のほか、規約で定義する有価

証券、動産その他不動産関連資産の価格の算定、

投資比率の算定等において不動産関連資産と同

等にみなすことが相当と認められる資産をい

う。以下同じ。）の取得価格の総額に対し、概ね

60％以上とすることを目途として、また、事務所

（オフィス）以外を用途とする不動産関連資産

の投資比率は概ね40％以下とすることを目途と

して資産配分を行う。

　また、複合的な用途に供されている不動産関連

資産について、その主たる用途を判断するに際

しては、以下に掲げる基準を参考として決定す

る。

（注１）(1) 「主たる用途が居住以外の用に供さ

れるもの」とは、取得時点において、

投資対象とする不動産の賃貸可能面

積のうち、居住以外の用に供される部

分の面積が50％超であるものをいう。

①　賃貸可能面積のうち取得時点において50％

超の面積を占めている用途を、その不動産

関連資産の主たる用途とみなす。また、３以

上の用途に供されている場合には、最大の

面積を占めている用途を、その不動産関連

資産の主たる用途とみなす。

(2) 当該投資対象が１棟の建物の場合に

は当該１棟を基準とし、当該投資対象

が団地その他の複数棟の不動産で構成

される場合であり、かつ、当該複数棟の

不動産が社会経済的に見て、いわゆる

複合不動産施設として一体利用され、

又は利用されることが予定されている

場合には、当該複数棟の不動産全体を

基準として主たる用途が居住以外の用

に供されているか否かを判断する。こ

の場合、当社が合理的に決定した判断

を最終の基準とする。

②　不動産関連資産が１棟の建物の場合には当

該１棟を基準とし、団地その他の複数棟の

不動産で構成される場合であり、かつ、当該

複数棟の不動産関連資産が社会経済的に見

て、いわゆる複合不動産施設として一体利

用され、又は利用されることが予定されて

いる場合には、当該複数棟の不動産関連資

産全体を基準として主たる用途を判断す

る。この場合においては、当社が合理的に決

定した判断を最終の基準とする。
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現行 改定後

　当該投資対象が区分所有建物である

場合は、投資を行おうとする当該区分

所有権に係る賃貸可能面積を基準とす

る。ただし、同一建物に係る複数の区分

所有権を同時に又は段階的に取得する

場合には、当該複数の区分所有権全体

に係る賃貸可能面積を基準とする。

③　不動産関連資産が区分所有建物である場合

は、当該区分所有権に係る賃貸可能面積を

基準とする。ただし、同一建物に係る複数の

区分所有権を同時に又は段階的に取得する

場合には、当該複数の区分所有権全体に係

る賃貸可能面積を基準とする。

　当該投資対象が複数の不動産を信託

する信託の受益権である場合には、当

該複数の不動産全体に係る賃貸可能面

積を基準とする。

　なお、本投資法人が投資対象とする不動産

関連資産の用途別投資のスタンスは、別紙

３のとおりとする。

(3) 上記(2)の基準を満たさない場合又

は上記(2)の基準のいずれにも該当し

ない場合においても、投資対象の具体

的な利用形態、機能的一体性等に鑑み、

投資対象の主たる用途が居住以外の用

に供される場合と実質的に同等又は同

様であると当社が合理的に判断できる

ときは、投資対象とすることができる。

 

（注２） 本投資法人が所有する不動産及び本投

資法人が所有する不動産信託受益権に係

る信託財産である不動産をいう。

 

②　地域分散 (2) 地域分散

　企業活動のグローバル化・高度情報化が進む

につれ、「人・もの・金・情報」の東京への集

中は更に加速化しており、これらの経済環境の

変化を背景として、「首都圏」における不動産

需要は他都市と比較して堅調に推移しているこ

とから、首都圏（注）に存する不動産に重点的

に投資を行うことを目指す。ただし、東京都心部

の優良物件の取得については、入札等による価

格高騰の影響により、時代に応じて収益性が低

下傾向を示すことがある。よって本投資法人に

おいては、収益性向上を企図し、一定の限度内

で、首都圏以外の「その他地域」に所在する優

良物件への投資の検討を行う。エリア別の投資

比率は、下記＜表１＞に記載するとおりであり、

首都圏への投資比率を概ね80％以上（取得価格

ベース）とすることを目途として投資を行う。

　企業活動のグローバル化・高度情報化が進む

につれ、「人・もの・金・情報」の東京への集

中は更に加速化しており、これらの経済環境の

変化を背景として、「首都圏」における不動産

需要は他都市と比較して堅調に推移しているこ

とから、首都圏（注）に存する不動産関連資産

に重点的に投資を行うことを目指す。ただし、東

京都心部の優良物件の取得については、入札等

による価格高騰の影響により、時代に応じて収

益性が低下傾向を示すことがある。よって本投

資法人においては、収益性向上を企図し、一定の

限度内で、首都圏以外の「その他地域」に所在

する優良物件への投資の検討を行う。地域ごと

の投資比率は、下記＜表１＞に記載するとおり

であり、首都圏への投資比率を概ね80％以上

（取得価格ベース）とすることを目途として投

資を行う。
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　その他地域における投資物件については、ポー

トフォリオ上の位置付け、そのリスク・リター

ンを慎重に検討し、組み入れを判断する。

　「その他地域」における不動産関連資産につ

いては、ポートフォリオ上の位置付け、そのリス

ク・リターンを慎重に検討し、組み入れを判断

する。

（注）本投資法人では、各運用不動産の所在地

域を「東京都心３区」、「その他東京23

区」、「首都圏その他地域」及び「その

他地域」の４地域に区分している。各区

分の定義は、下記＜表２＞に記載すると

おりであり、また、首都圏とは、一都三県

（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県）

を意味する。

（注）本投資法人では、不動産関連資産の所在

地域を「東京都心６区」、「その他東京

23区」、「首都圏その他地域」及び「そ

の他地域」の４地域に区分している。各

区分の定義は、下記＜表２＞に記載する

とおりであり、また、首都圏とは、一都三

県（東京都・神奈川県・埼玉県・千葉

県）を意味する。

＜表１＞ ＜表１＞
　

用途
地域

首都圏 その他地域

事務所（オフィス） 80％以上

80％以上20％以下

物流施設

20％以下
商業施設

ホテル

その他

　

　

用途
地域

首都圏 その他地域

事務所（オフィス） 60％以上

80％以上20％以下

物流施設

40％以下
商業施設

住宅

その他

　
※記載された比率は概ねの比率を示す。 ※記載された比率は概ねの比率を示す。

※地域ごとの投資比率は、全ての用途を含めた

ポートフォリオ全体における比率を表してお

り、各用途における地域ごとの投資比率は、投資

方針において定めるものとする。

＜表２＞ ＜表２＞
　
地域区分  定義

首都圏 東京都心
３区

千代田区、中央区、港区

その他東京
23区

東京都心３区を除いたその
他東京23区

首都圏
その他地域

上記以外の東京都、神奈川
県、埼玉県、千葉県内の地域

その他地域 上記以外の地域

　

　
地域区分  定義

首都圏 東京都心
６区

千代田区、中央区、港区、新
宿区、渋谷区、品川区

その他東京
23区

東京都心６区を除いたその
他東京23区

首都圏
その他地域

上記以外の東京都、神奈川
県、埼玉県、千葉県内の地域

その他地域 上記以外の地域
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③　物件規模 (3) 物件規模

　一定規模のファンドにおいて用途の分散とと

もに分散効果を極大化するという観点も踏まえ

ながら、事務所（オフィス）については、原則と

して、中規模（注）以上の物件を中心に投資を

行いつつ、個々の物件への集中リスクを低減す

ることを目指す。これは、特に事務所（オフィ

ス）がポートフォリオ全体の中でも中核となる

投資対象であり、事務所（オフィス）用途の個

別物件による集中リスクを回避することが重要

と考えられるからである。

　なお、当面の間、管理運営の効率性の観点から、

首都圏における事務所（オフィス）への投資に

ついては、資産規模50億円程度以上の不動産を

中心に投資を行うことを目指す。ただし、首都圏

における事務所（オフィス）用途以外の資産及

び首都圏以外の地方に所在の全ての用途の資産

については、各地域の特性及び各資産の用途・

希少性・立地等の諸条件を考慮して投資判断を

行うことがあり、その場合、一件当たりの資産規

模が50億円を下回る資産の取得も行うことがあ

る。

　一定規模のポートフォリオにおいて用途の分

散効果を極大化するという観点も踏まえなが

ら、特に事務所（オフィス）については、原則と

して、中規模以上の不動産関連資産を中心に投

資を行いつつ、個々の物件への集中リスクを低

減することを目指す。これは、特に事務所（オ

フィス）がポートフォリオ全体の中でも中核と

なる投資対象であることから、事務所（オフィ

ス）用途の個別物件による集中リスクを回避す

ることが重要と考えられるからである。なお、事

務所（オフィス）用途以外の不動産関連資産に

ついては、各用途の特性等諸条件を考慮して投

資判断を行うこととし、その用途に応じた規模

を個別に判断することとする。

（注）中規模とは、特に事務所（オフィス）に

ついては延床面積3,000～15,000㎡程度

のものをいう。

［削　　除］

④　資産の入替え (4) 資産の入替え

　不動産の投資収益は、投資対象の選別と投資の

時機等により決定される。運用上、ポートフォリ

オについては経済環境・市況変動の影響を受け

変化していくことから、状況の変化に応じて、機

動的に物件の取得・保有・売却を行うことを目

指す。

　不動産関連資産の投資収益は、投資対象の選別

と投資の時機等により決定される。運用上、ポー

トフォリオについては経済環境・市況変動の影

響を受け変化していくことから、状況の変化に

応じて、機動的に不動産関連資産の取得・保有

・譲渡を行うことを目指す。

２．当社は、適切な分散投資を行うために、国内

の経済動向及び不動産市場の動向を分析し、

現状のポートフォリオ構成が中長期的な観点

で適切なものかを検討したうえで、運用方針

の定期的な見直しを行う。

２．当社は、適切な分散投資を行うために、国内

の経済動向及び不動産市場の動向を分析し、

現状のポートフォリオ構成が中長期的な観点

で適切なものかを検討したうえで、この規程

の見直しを適宜行う。

３．　　　　　（条文省略） ３．　　　　　（条文省略）
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第３章　不動産管理方針 第３章　不動産管理方針

第16条　外部管理会社について 第16条　外部管理会社について

（条文省略） （条文省略）

２．本投資法人は、当社に対し、主たる不動産管

理会社としての管理報酬に相当する額に、以

下の算出方法に従った外部管理報酬に相当す

る額を加えた額の管理報酬を支払う。当社は、

本投資法人より受領したかかる管理報酬の内

から、外部管理会社に対し、外部管理報酬を支

払う。外部管理報酬の算出方法は各運用不動

産の不動産管理再委託契約により異なるが、

概ね総収入の３％以下の基本報酬のほか、立

ち上げ業務、テナント募集・更新業務、工事管

理業務、売却業務等に係る報酬等からなる。

２．本投資法人は、当社に対し、主たる不動産管

理会社としての管理報酬に相当する額に、以

下の算出方法に従った外部管理報酬に相当す

る額を加えた額の管理報酬を支払う。当社は、

本投資法人より受領したかかる管理報酬の内

から、外部管理会社に対し、外部管理報酬を支

払う。外部管理報酬の算出方法は各不動産関

連資産の不動産管理再委託契約により異なる

が、概ね総収入の３％以下の基本報酬のほか、

立ち上げ業務、テナント募集・更新業務、工事

管理業務、譲渡業務等に係る報酬等からなる。

なお、事務所（オフィス）以外の用途におけ

る管理報酬については、管理委託の内容、条件

等に応じ、上記の率にかかわらず定める場合

がある。

（以下、３．～５．まで条文省略） （以下、３．～５．まで条文省略）

別紙２：資産運用及び不動産管理に係る手続き 別紙２：資産運用及び不動産管理に係る手続き

①　投資方針の策定 (1) 投資方針の策定

ⅰ）投資運用部は、本投資法人の規約（以下

「規約」という。）及びこの規程を踏まえ、運

用資産の内容・状況、経済・金融情勢及び不

動産市況等を総合的に勘案のうえ、本投資法

人の資産運用に係る投資方針（以下「投資方

針」という。）を投資法人の決算期ごとに企

画・立案し、リスク・コンプライアンス委員

会に付議する。

①　投資運用部は、本投資法人が保有する不動産

関連資産の内容・状況、経済・金融情勢及び

不動産市況等を総合的に勘案のうえ、本投資

法人の資産運用に係る投資方針（以下「投資

方針」という。）を投資法人の決算期ごとに

企画・立案し、リスク・コンプライアンス委

員会に付議する。

［新　　設］ ②　投資方針における数値の基準等の設定にあ

たっては、国内における各用途類型のマー

ケット規模、不動産関連資産の取得機会の程

度、将来的な内部成長余地の程度、投資家の投

資態度、運用会社の運用体制及び現状の不動

産マーケット全般に対する運用会社での見解

を総合的に勘案し、当面の運用の指針として

決定するものとする。ただし、不動産市場の予

期せぬ環境変化や、不動産関連資産の取得機

会及びその他の状況から、投資方針において

定めた数値の基準と必ずしも一致しない状況

も有り得る。
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ⅱ）投資運用部の立案した投資方針は、リスク

・コンプライアンス委員会で審議され、社長

により決定される。

③　投資運用部の立案した投資方針は、リスク・

コンプライアンス委員会で審議され、取締役

会により決定される。

（以下、②～⑥まで条文省略） （以下、(2)～(6)まで条文省略）

別紙３：不動産の用途別投資のポイント及びスタ

ンス

別紙３：不動産の用途別のスタンス

　
用途 投資のポイント及びスタンス

事務所

（オフィス)

①　事務所（オフィス）は、他の用途の不

動産と比較して相対的に均質で豊富

なストックがあり、流通性も高いこ

とから、本投資法人の中心的な投資

対象とする。ただし、事務所（オフィ

ス）需給が景気変動等の経済動向の

影響を大きく受けるため収益率が大

きく変動する可能性があり、リスク

分散の観点から他の一定の用途への

分散投資も必要であると考えられ

る。

 ②　事務所（オフィス）の取得形態につ

いては、入札等による価格高騰の影

響により十分な投資採算が見込めな

いリスクがあるため、相対での取引

及びオリックスグループからの取得

等を重視し、適切な投資採算を重視

する。

 ③　事務所（オフィス）を用途とする不

動産のうち、繁華性の高い地域に存

する立地条件の良い、店舗的な利用

が可能な不動産については、用途分

散及び賃料負担力の高いテナント

ニーズの発掘による物件の収益性向

上の効果が見込めることから、重点

的に投資を行うことを目指す。

 ④　マーケット規模の相対的に大きい東

京都心部の立地のよい物件を重視

し、マーケット動向、テナント、立地、

築年数、収益等を勘案する。

　

　
用途 投資のスタンス

事務所

（オフィス)

・　他の用途と比較して相対的に均質で

豊富なストックがあり、流通性も高

いことから、本投資法人の中心的な

投資対象とする。ただし、事務所（オ

フィス）需給は景気変動等の経済動

向の影響を大きく受け収益率が大き

く変動する可能性があるため、リス

ク分散の観点から他の一定の用途へ

の分散投資も必要であると考えられ

る。

 

 ［削除→第２章運用方針／第６条投資方

針／第６項に移設］

 

 

 

 

 

 ［削除］

 

 

 

 

 

 

 

 ・　マーケット規模の相対的に大きい首

都圏の立地のよい物件を重視し、

マーケット動向、テナント、立地、築

年数、収益等を勘案する。
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用途 投資のポイント及びスタンス

商業施設 ・商業施設については、大都市圏の繁華

性の高い地域の商業施設、都市近郊所

在の汎用性の高い複合施設等、テナン

トの代替性が十分に見込める商業施設

をもって商業施設向け資産の中心的な

投資対象とする。ただし、建物が総合大

型スーパー等の利用特性に特化して建

築され、他用途への転用可能性等、建物

の汎用性の相対的に低い建物は、テナ

ントの代替性が相対的に低く、売却特

性が乏しいと判断される恐れがあるた

め、原則として取得対象としない。

ホテル ・ホテルについては、原則としてホテル

・マネジメント会社との間での運営委

託（マネジメント契約）ではなく、建

物の賃貸借契約を締結してホテル経営

・運営リスクを回避できる物件にのみ

投資するものとし、またホテル・マネ

ジメント会社の信用性を斟酌する。ま

た、テナントの代替性が認められるこ

とが投資の前提条件となる。

物流施設 物流施設については、原則として、汎用性

の高い常温倉庫を基準仕様とし、テナン

トとの契約形態、消費地・生産地への近

接性、交通アクセス（高速道路・主要幹

線道路・港湾・空港・鉄道等）や労働力

確保に相対的に優れた立地にある物流施

設を投資対象とする。

 

［新設］ ［新設］

 

 

 

その他 ［新設］

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

　
用途 投資のスタンス

商業施設 ・　立地特性による地域性、商圏の規模、

業態毎の標準的な規模、各テナント

との賃貸借契約の内容、代替テナン

ト確保の容易性、地域の将来性等を

勘案する。

 

 

 

 

 

 

 

 

［削除］ ［削除→本表の「その他」へ移動］

 

 

 

 

 

 

 

 

物流施設 ・　原則として、汎用性の高い常温倉庫を

基準仕様とし、テナントとの契約形

態を勘案したうえ、消費地・生産地

への近接性、交通アクセス（高速道

路・主要幹線道路・港湾・空港・鉄

道等）や労働力確保に相対的に優れ

た立地にある物流施設を投資対象と

する。

住宅 ・　立地、建物グレード、賃料水準等を検

証し、中間所得層のボリュームゾー

ンをターゲットとした賃貸住宅を中

心的な投資対象とする。

その他 ・　ホテルについては、原則としてホテル

・マネジメント会社との間での運営

委託（マネジメント契約）ではな

く、建物の賃貸借契約を締結してホ

テル経営・運営リスクを回避できる

物件にのみ投資するものとし、また

ホテル・マネジメント会社の信用性

を斟酌する。また、テナントの代替性

が認められることが投資の前提条件

となる。
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現行 改定後

　
用途 投資のポイント及びスタンス

 ・　上記以外の用途の不動産（主たる用

途が居住以外の用に供されるものに限ら

れるものとする（平成20年２月29日時点

で保有しているものを除く。）。以下同

じ。）については、本投資法人が総合型の

投資を行う投資法人であるとの特性を最

大限活かしていくための方向性として、

不動産市場の動向、投資対象物件の分散

という総合的な投資戦略等の諸事情に鑑

み、投資適格のある不動産と認められる

と判断する場合には、投資を行うことが

ある。

　

　
用途 投資のスタンス

 ・　上記以外の用途の不動産については、

本投資法人が総合型の投資を行う投

資法人であるとの特性を最大限活か

していくための方向性として、不動

産市場の動向、投資対象物件の分散

という総合的な投資戦略等の諸事情

に鑑み、投資適格のある不動産と認

められる場合には、投資を行うこと

がある。

 

 

 

　

上記の用途別の「投資ポイント」は、当社におけ

る平成20年２月29日現在の不動産投資分析に関す

る見解を記載したものであり、今後の経済動向及

び不動産市場の動向により変わる可能性がある。

また将来的な用途別の重要度の動向、変動性及び

利回り等を保証するものではない。

上記の用途別の「投資のスタンス」は、当社にお

ける2010年８月25日現在の不動産投資分析に関す

る見解を記載したものであり、今後の経済動向及

び不動産市場の動向により変わる可能性がある。

また将来的な用途別の重要度の動向、変動性及び

利回り等を保証するものではない。
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